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CO2回収・利活用に関わる産業活性化の背景と意義

都の目標である2050年ゼロエミッション東京の実現に向け、CO2関連の事業者が連携し、
CO2回収・利活用に関わる産業を活性化させることが重要になる

各事業者が連携し、都内の排出CO2を回収し、有効活用するためのサプライチェーン構築は、
脱炭素社会の実現にあたり必要不可欠な要素

東京でのCO2サプライチェーン構築

我が国における検討状況 都の取組

2050年ゼロエミッション東京の実現に向けて、
大都市の実情に合わせた

排出が不可避のCO2への対応が必要

2035年 GHG60％以上減*

2030年 GHG50％減*(カーボンハーフ)

2050年 ゼロエミッション東京の実現

2024年

CO2回収・利活用を社会実装するために、
事業者間連携によるサプライチェーン構築と、その
規模の拡大、コスト低減及び地域活性化が重要

CO2削減が困難な産業

CO2を新たな資源として捉え、排出を抑制し、
脱炭素化を目指す

CO2サプライチェーン構築
利活用による脱炭素化

GHG13.5％減*※速報値、実績

*2000年度比の削減率
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令和7年度研究会の実施結果

昨年度の研究会では、CO2サプライチェーン構築に関する議論を行った。

2025年6月27日

2025年9月17日

2025年11月28日

2026年1月16日

2026年3月25日

本研究会設立・運営方針の共有
サプライチェーン構築時の想定され得る課題、課題に対して必要と
なる方策に関する議論

都にて実効性のあるCO2サプライチェーンの在り方・支援スキームに
焦点を当て検討

参加事業者から、自社技術を起点としたCO2サプライチェーン構
想案を共有
各社間のマッチングを促進

サプライチェーン構築の具体的検討に必要となる事項を明確化
供給体制の構築に加え、需要創出に向けた施策を整理

「CO2サプライチェーン構築に係る実現可能性調査*」に関し、都と
して目指したい方向性や来年度からの全体会合の進め方を共有

日程 議論内容
第1回
研究会

*本資料では便宜上『FS事業』と称す

第2回
研究会

第1回
分科会

第3回
研究会

第4回
研究会

2



東京都産業労働局 「CO2の回収・利活用に向けた研究会」

• CR製品の需要を拡大
させるための条件・方法
等を検討

• 需要家に適切に選択
されるための価値の可
視化を検討

• 実際の事例をもとに、
CO2を回収・利活用す
る手法、費用等を検証

3

昨年度のご意見と今後の取組事項

昨年度までの議論も踏まえ、今年度はCO₂サプライチェーン構築に向けたFS事業と並行して、
カーボンリサイクル(CR) *製品の有する価値の可視化や需要創出、東京都モデル等を議論する

昨年度のご意見

バリューチェーン構築
事業間の価値創出の観点が重要に

技術競争力の把握
将来的にコスト競争力を維持するために

必要な方策の検討

設備導入・運用によるコスト
設備新設に伴うコストの算定

規格・認定の整備
現場利用に向けたJIS規格の整備

環境価値の取扱い
CO2削減量の算定手法などの整理

需要喚起に向けた方策
公共調達や導入規制の導入 現行の法規制整備

高圧ガス保安法や緑化法等への対応

東京都モデルの検討
大都市特有の視点を考慮した
創意工夫のあるサプライチェーン

CR製品の需要創出CR製品価値可視化 FS事業の実施

*CO2を炭素資源(カーボン)と捉え、これを回収し、多様な炭素化合物として再利用(リサイクル)することをカーボンリサイクルという。
本研究会では、カーボンリサイクル製品のことをCR製品と記載する。

• 上記３つの検討も踏まえて、東京の特性を活かしたカーボンリサイクル等を検討
東京都モデルの検討
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開催スケジュール

今年度は、研究会2回とテーマ別の分科会２回を開催予定

令和8年度研究会（予定）

回数 ：4回程度（研究会を2回、分科会を2回）
時期 ：9月〜2月頃

方式 ：対面開催（予定）

参加者 ：有識者、事業者*、東京都
*CO2の回収・利活用に取り組む事業者

 CO2の回収・利活用に関わる産業活性化に係る検討
①CR製品が有する社会的価値、②CR製品の需要創出について意見交換

 FS事業の中間報告と課題等の共有
東京におけるCO2回収・利活用に係る方向性の検討

議事内容

参加者

実施時期

実施方式


